
－ ２２ －

中 間 貸 借 対 照 表

前事業年度の要約貸借対照表
（平成１５年２月２０日現在）

前中間会計期間末
（平成１４年８月２０日現在）

当中間会計期間末
（平成１５年８月２０日現在）

期　別　

　科　目 構成比金　　　 額構成比金　　　 額構成比金　　　 額

　

１４．７

６０．０

３．３

２２．０

８５．３

１００．０

　

　

６，８１２

－

３１４

１４９

７，４３９

７１０

２，０４７

△　　 ３

　

１７．１

６０．６

３．３

１９．０

８２．９

１００．０

　

　

９，６８７

２

３０２

１４９

７，４６８

６９２

２，０５０

△　　 １

　

１５．９

５９．６

３．５

２１．０

８４．１

１００．０

　

　

８，５３２

－

４９３

１４９

７，８５７

７３６

１，９５０

△　 １５０

（資　産　の　部）

�　流　動　資　産

　１．  現 金 及 び 預 金

　２．  受 取 手 形

　３．  売 掛 金

　４．  有 価 証 券

　５．  た な 卸 資 産

　６．  繰 延 税 金 資 産

　７．  そ の 他

　　　 貸 倒 引 当 金

  流 動 資 産 合 計

�　固　定　資　産

　（１）　 有 形 固 定 資 産

 １．  建 物

 ２．  土 地

 ３．  建 設 仮 勘 定

 ４．  そ の 他

  有形固定資産合計

　（２）　 無 形 固 定 資 産

　（３）　 投資その他の資産

 １．  投 資 有 価 証 券

 ２．  長 期 貸 付 金

 ３．  繰 延 税 金 資 産

 ４．  差 入 保 証 金

 ５．  店舗賃借仮勘定

 ６．  そ の 他

   貸 倒 引 当 金

  投資その他の資産合計

  固 定 資 産 合 計

 資 産 合 計

１７，４７０

３９，０７０

２５，５４６

１，４２７

５，０７４

２０，３５１

４０，２５７

２４，９５７

１，３５１

５，３５８

１９，５６９

３８，８７１

２５，３８２

４，３０４

４，９７１

７１，１１９

３，９０５

３，７４６

６

８５９

１９，３６９

２６３

１，９７５

△　 １３４

７１，９２５

３，８６６

４，０９０

－

５４２

１５，６２３

１８９

２，０９１

△　　 ５

７３，５２９

４，４１３

３，８６７

６

８５０

１９，０１８

２４８

２，０１７

△　 １３５

２６，０８５２２，５３１２５，８７３

１０１，１１０９８，３２２１０３，８１６

１１８，５８１１１８，６７４１２３，３８６

（単位　百万円）

％ ％ ％



－ ２３ －

前事業年度の要約貸借対照表
（平成１５年２月２０日現在）

前中間会計期間末
（平成１４年８月２０日現在）

当中間会計期間末
（平成１５年８月２０日現在）

期　別　

　科　目 構成比金　　　 額構成比金　　　 額構成比金　　　 額

　

３３．９

１７．８

５１．７

１１．９

１１．８

２５．９

△ ０．０

△ １．３

４８．３

１００．０

　

　

９，２４７

１５，４２０

４，１９７

１，５００

９，８１７

　

３７．１

１５．２

５２．３

１１．９

１１．８

２５．０

０．０

△ １．０

４７．７

１００．０

　

　

１１，２８２

１７，６５０

３，９２０

９７９

１０，２４９

　

３７．６

１５．２

５２．８

１１．４

１１．４

２５．５

０．１

△ １．２

４７．２

１００．０

　

　

１１，８２１

１７，３７０

４，３０２

９４８

１１，９８９

（負　債　の　部）

�　流　動　負　債

　１．  買 掛 金

　２．  短 期 借 入 金

　３．  １年以内返済予定長期借入金

　４．  未 払 法 人 税 等

　５．  そ の 他

  流 動 負 債 合 計

�　固　定　負　債

　１．  長 期 借 入 金

　２．  退 職 給 付 引 当 金

　３．役員退職慰労引当金

　４．  預 り 保 証 金

  固 定 負 債 合 計

 負 債 合 計

（資　本　の　部）

�  資 本 金

�  資 本 剰 余 金

　１．  資 本 準 備 金

  資 本 剰 余 金 合 計

�  利 益 剰 余 金

　１．  利 益 準 備 金

　２．  任 意 積 立 金

　３．中間（当期）未処分利益

  利 益 剰 余 金 合 計

�　その他有価証券評価差額金

�　 自 己 株 式

 資 本 合 計

 負 債 及 び 資 本 合 計

４０，１８４

９，９６７

３，４７３

２７０

７，３８３

４４，０８１

６，８９９

３，３０２

２６０

７，５７１

４６，４３１

７，７４０

３，６１５

２２７

７，１６９

２１，０９５１８，０３４１８，７５３

６１，２７９６２，１１５６５，１８４

　

１４，１１７

１４，０２７

　

１４，１１７

１４，０２７

　

１４，１１７

１４，０２７

１４，０２７

　

１，３１４

２２，９８７

６，３９２

１４，０２７

１，３１４

２２，９８７

５，３１３

１４，０２７

１，３１４

２２，９９０

７，１２３

３０，６９５

△　　　７

２９，６１５

３１

３１，４２８

９０

△　１，５３０△　１，２３３△　１，４６２

５７，３０１５６，５５９５８，２０１

１１８，５８１１１８，６７４１２３，３８６

（単位　百万円）

％ ％ ％



－ ２４ －

中 間 損 益 計 算 書

前事業年度の要約損益計算書
自　平成１４年２月２１日（ ）至　平成１５年２月２０日

前 中 間 会 計 期 間
自　平成１４年２月２１日（ ）至　平成１４年８月２０日

当 中 間 会 計 期 間
自　平成１５年２月２１日（ ）至　平成１５年８月２０日

期　別　

　科　目 百分比金　　　 額百分比金　　　 額百分比金　　　 額

１００．０

７３．６

２６．４

２．８

２９．２

２６．３

２．９

０．３

０．３

２．９

０．１

０．５

２．５

１．２

△　０．１

１．４

〔２１６，１３４〕

２１０，２４０

１５４，６７３

１００．０

７３．７

２６．３

２．８

２９．１

２６．６

２．５

０．３

０．３

２．５

０．１

０．２

２．４

１．０

０．１

１．３

〔１０６，６１６〕

１０３，６８９

７６，４１０

１００．０

７３．７

２６．３

３．０

２９．３

２６．６

２．７

０．５

０．３

２．９

０．０

０．８

２．１

０．９

△　０．０

１．２

〔１０６，６９９〕

１０３，５５６

７６，３６３

　　〔 営 業 収 益 〕

�  売 上 高

�  売 上 原 価

  売 上 総 利 益

�  営 業 収 入

  営 業 総 利 益

�  販売費及び一般管理費

  営 業 利 益

�  営 業 外 収 益

　  受 取 利 息

　  受 取 配 当 金

　  そ の 他

�  営 業 外 費 用

　  支 払 利 息

　  そ の 他

　  経 常 利 益

�  特 別 利 益

　  固 定 資 産 売 却 益

　  そ の 他

�  特 別 損 失

　  固 定 資 産 除 却 損

　  そ の 他

　  税引前中間（当期）純利益

  法人税、住民税及び事業税

  法 人 税 等 調 整 額

  中 間（ 当 期 ）純 利 益

  前 期 繰 越 利 益

  自 己 株 式 処 分 差 損

  中 間 配 当 額

  中間（当期）未処分利益

５５，５６６

５，８９３

２７，２７８

２，９２７

２７，１９３

３，１４２

６１，４６０

５５，２８５

３０，２０６

２７，５６６

３０，３３６

２７，５８５

６，１７５

４８８

３６

１５

４３６

６４２

４６２

１７９

２，６３９

２５９

９

１０

２３９

３５３

２３８

１１５

２，７５１

５９９

３０

３３４

２３５

３４６

２５３

９２

６，０２１

２２４

１５０

７３

１，００８

５０４

５０３

２，５４５

１９６

１４８

４７

２３６

１７７

５９

３，００４

４１

－

４１

８８８

１６２

７２６

５，２３８

２，５０７

△　１５８

２，５０４

９８８

１４８

２，１５７

９６５

△　 ８７

２，８８８

３，９４６

－

４４２

１，３６７

３，９４６

－

－

１，２７９

５，９４１

９７

－

６，３９２５，３１３７，１２３

（単位　百万円）

％ ％ ％



－ ２５ －

１．資産の評価基準及び評価方法

　（１）　有価証券

　（イ）満期保有目的の債券　　　　　償却原価法

　（ロ）子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法

　（ハ）その他有価証券

　　　　時価のあるもの　　　　　中間決算日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　　　　時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法

　（２）　たな卸資産

　売価還元法に基づく原価法によっております。但し、物流センター在庫等は最終仕入原価法に基

づく原価法によっております。

２．固定資産の減価償却の方法

（１）　有形固定資産

　定率法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。但し、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法によっております。

（２）　無形固定資産及び長期前払費用

　定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

３．引当金の計上基準

（１）　貸倒引当金

　売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

（２）　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

（３）　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。

４．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項



－ ２６ －

（追　加　情　報）

１．税効果会計

　「地方税法等の一部を改正する法律」（平成１５年法律第９号）が平成１５年３月３１日に公布されたこと

に伴い、当中間会計期間の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成１７年２月２１日以降解

消が見込まれるものに限る）に使用した法定実効税率は、前会計年度の４１．７％から４０．４％に変更され

ました。これによる影響は軽微であります。

２．１株当たり当期純利益に関する会計基準

　当中間会計期間より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。

なお、これによる影響はありません。

注　記　事　項

（中間貸借対照表関係）

（単位：百万円）
前事業年度末前中間会計期間末当中間会計期間末項　　　　　　　　　　　目

５３，０７３５１，８４９５４，３１５（１）　 有形固定資産の減価償却累計額

１１
２，５６６
３，１７５

１７
３１

１，１８３

１１
２，６８３
３，１７５

１５
３９

１，１９７

１１
２，１０８
２，７０１

１５
７０

１，１２７

（２） 担保資産及び担保されている債務
 （担保資産）
  現金及び預金（定期預金）
  建 物
  土 地
 （債　　務）
  支払手形及び買掛金
  １年以内返済予定長期借入金
  長 期 借 入 金

１，０１０５，８０４１，０２９（３）　 保 証 債 務

（中間損益計算書関係）

（単位：百万円）
前事業年度前中間会計期間当中間会計期間項　　　　　　　　　　　目

－
４３
３０
－

１
１５
３０
－

－
３０
－
１０

（１）　特別利益「その他」の内訳
 貸 倒 引 当 金 戻 入 額
 賃 貸 契 約 解 約 金
 規定変更に伴う役員退職慰労引当金取崩額
 前 期 損 益 修 正 益

１８
３３
０
１４
１２８
２７６
１４

１８
２３
３
１４
－
－
－

－
３６６
－
－
１４９
４６
３７

（２）　特別損失「その他」の主な内訳
 投 資 有 価 証 券 評 価 損
 固 定 資 産 売 却 損
 賃 借 契 約 解 約 損
 関係会社清算による整理損
 貸 倒 引 当 金 繰 入 額
 関 係 会 社 株 式 評 価 損
 リ ー ス 解 約 損



－ ２７ －

（リース取引関係）

前事業年度前中間会計期間当中間会計期間

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末
残高相当額

有形固定資産「その他」
 取得価額相当額 １２，８３３百万円
 減価償却累計額相当額 ７，２８２百万円
 期末残高相当額 ５，５５１百万円
※「その他」の主なものは、器具
及び備品であります。

（2）未経過リース料期末残高相当
額

１　年　内 　　１，８３１百万円
１　年　超 　　３，７８４百万円
 合　計 　　５，６１６百万円

（3）支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

  支払リース料 ２，５２２百万円
  減価償却費相当額 ２，３２０百万円
  支払利息相当額 １４１百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法
左に同じであります。

（５）利息相当額の算定方法
左に同じであります。

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額

有形固定資産「その他」
 取得価額相当額 １３，０６８百万円
 減価償却累計額相当額 ７，１０２百万円
 中間期末残高相当額 ５，９６５百万円
※「その他」の主なものは、器具
及び備品であります。

（2）未経過リース料中間期末残高
相当額

１　年　内 　　２，０６０百万円
１　年　超 　　４，０１６百万円
 合　計 　　６，０７７百万円

（3）支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

  支払リース料 １，２７５百万円
  減価償却費相当額 １，１８０百万円
  支払利息相当額 ７６百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法
左に同じであります。

（５）利息相当額の算定方法
左に同じであります。

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額

有形固定資産「その他」
 取得価額相当額 １１，５００百万円
 減価償却累計額相当額 ５，９６８百万円
 中間期末残高相当額 ５，５３２百万円
※「その他」の主なものは、器具
及び備品であります。

（2）未経過リース料中間期末残高
相当額

１　年　内 　　１，８７０百万円
１　年　超 　　３，７３２百万円
 合　計 　　５，６０２百万円

（3）支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

  支払リース料 １，０８６百万円
  減価償却費相当額 １，０３０百万円
  支払利息相当額 ６０百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法に
よっております。

（５）利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の
取得価額相当額との差額を利
息相当額とし、各期への配分
方法については、利息法に
よっております。

（有価証券関係）

当中間会計期間（自平成１５年２月２１日　至平成１５年８月２０日）、前中間会計期間（自平成１４年２月２１日 

至平成１４年８月２０日）及び前事業年度（自平成１４年２月２１日　至平成１５年２月２０日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。



－ ２８ －

部 門 別 売 上 高

前 事 業 年 度
自　平成１４年２月２１日（ ）至　平成１５年２月２０日前中間期

対比増減金額

前中間会計期間
自　平成１４年２月２１日（ ）至　平成１４年８月２０日

当中間会計期間
自　平成１５年２月２１日（ ）至　平成１５年８月２０日

期　別　

　部　門
構成比金　額構成比金　額構成比金　額

６８．２

６．６

１５．２

９．０

１．０

１４３，４２６

１３，８４９

３２，０４８

１８，８１１

２，１０４

１００．８

９４．９

９８．７

９９．２

９１．３

５９０

△　３４７

△　２０９

△　 ７２

△　 ９２

６８．３

６．６

１５．１

９．０

１．０

７０，７８０

６，８５９

１５，６４０

９，３４５

１，０６３

６８．９

６．３

１４．９

９．０

０．９

７１，３７１

６，５１１

１５，４３０

９，２７２

９７０

食 料 品

衣 料 品

住 居 関 連 用 品

テ ナ ン ト

そ の 他

１００．０２１０，２４０９９．９△　１３２１００．０１０３，６８９１００．０１０３，５５６合 計

％％％

（単位　百万円）

％




